
　あなたに対する定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの提供にあたり、

釧路市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例第9条第1項の規定に基づいて、当時業者があなたに説明すべき重要事項は

次のとおりです。

事業の目的

　株式会社カインドが開設する定期巡回センターくしろ（以下「事業所」という

。）が行う指定定期巡回随時対応型訪問介護看護の事業（以下「事業」という。）

の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の

介護福祉士又は訪問介護員研修の修了者（以下「訪問介護員等」という。）が、

要介護状態にある高齢者等に対し、適正な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護を提供することを目的とする。

指定定期巡回随時対応型訪問介護看護の運営の方針

1 　指定定期巡回随時対応型訪問介護看護の基本方針として、訪問介護員等は、要

介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるよう、入浴、排泄、食事の介護、その他の生活全般にわたる援助

を行う。

2 　事業の実施に当たっては、釧路市、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密

な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。

事業所の名称等

　事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

① 定期巡回センターくしろ

② 釧路市駒場町3番24号

職員の職種、員数及び職務の内容

重　要　事　項　説　明　書

定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス

第1条

第2条

第3条

名　称

所在地

第4条



　

　事業所に勤務する職種、員数及び職務の内容は次のとおりとする。

（1）　管理者

　管理者は、事業所の従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者に

事業に関する法令等の規定を尊守させるため必要な指揮命令を行う。

（2）　オペレーター

　オペレーターは、24時間365日利用者からの通報に対し、相談に応じるなど

随時対応の対応を行う。

（3）　計画作成責任者

　計画作成責任者は、利用者の心身の状況に応じて柔軟に援助の方向性・目標・

サービス提供日時を決定し、適時担当ケアマネージャーへ報告する。

（4）　定期訪問介護員

　定期訪問介護員は、訪問介護の提供に当たる。

（5）　随時訪問介護員

　随時訪問介護員は、訪問介護の提供に当たる。

営業日及び営業時間

　事業所の営業日及び営業日時は、次のとおりとする。

① 365日

② 24時間

事業の内容及び利用料等

職　種

定期訪問介護員
他事業所と兼務

資　格 常勤（名）
非常勤
（名）

オペレーター

備　考

随時訪問介護員

第5条

営業日

営業日時

第6条

介護福祉士 10名以上

実務者研修 0以上

介護初任者研修 1名以上

介護福祉士 8名以上

実務者研修 0以上

介護初任者研修 1名以上

介護支援専門員

介護福祉士 8名以上

計画作成責任者 介護福祉士 1

管理者 介護福祉士 1



1 　指定定期巡回随時対応型訪問介護看護の内容は次のとおりとし、指定定期巡回

随時対応型訪問介護看護を提供した場合の利用料の額は、介護報酬の告示上の額

とし、指定定期巡回随時対応型訪問介護看護が法定代理受領サービスであるとき

は、負担割合証の割合（１割～３割）の額とする。

2 　第8条の通常の事業の実施地域を超えて行う事業に要した交通費は、事業所の

実施地域を超える地点から自宅までの交通費の実費を徴収する。なお、自動車を

使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。

緊急時等における対応方法

　訪問介護員等は、事業の提供を行っているときに、利用者に病状の急変、その

他緊急事態が生じたときには、速やかに主治の医師に連絡する等の措置を講ずる

とともに、管理者に報告しなければならない。

1 　緊急時の対応方法　異常事態と事故

利用者の急激な体調の変化等、利用者の身体に関する不測の事態に起因して生ず

る異常事態とサービス実施を原因とする事故について、その状況を正しく見極め

適切に対応することが重要である。身体の損傷や、過失の有無及びその程度によ

り対処方法が異なる。

（1）異常事態とは

　　　適切な対応をすみやかに行わなければ後に障害を残したり、最悪の場合生

　　　命を脅かす事態。

（2）事故とは

　　　サービス実施を原因とした過失により生じた事態。

　　　例）入浴介助中の転倒、所有物の損傷や紛失

2 　異常事態・事故発生時の心構えと対応

（1）異常事態発見者の心構え

　　　①　あわてない

　　　　　担当ヘルパーは落ち着いて事故の状況や利用者の急病の状態を観察

　　　②　安心感をあたえる

　　　　　事故や急病は本人も驚き不安があるため、安心させるとともに力づ

　　　　　けることが大切。

　　　③　協力体制を整える

　　　　　他のヘルパーや家族がいれば、すぐ協力を得る。異常時において速や

　　　　　かに対応することは、利用者の生命・予後及び治療方針に重要な影響

　　　　　を及ぼす。適切な対応を責任の明確化のためには、利用者やその家族

①事業所の通常の事業実施地域を超える地点から、片道1㎞ごと50円

第7条



　　　　　の了解及び看護師の判断・医師の指示が必要である。

（2）異常事態発生時の対応経路

通常の事業の実施地域

　 　

事業所に連絡し担当者・管
理者の指示を仰ぐ

家族不在時

救急車の要請
119番

家族・緊急連絡先・事業所
に連絡

救急車にて搬送

救急車の要請
119番

事業所に連絡し担当者に指
示を仰ぐ

訪問看護・主治医・担当Ｃ
Ｍ・担当サ提責が対応or家
族・緊急連絡先に連絡

緊急連絡先
（家族等）

家族在宅時

訪問看護・主治医・担当Ｃ
Ｍ・担当サ提責が対応or家
族・緊急連絡先に連絡

自宅電話

勤務先

携帯電話

第8条

救急車にて搬送

担当・関係者・各役員に報告

発　見（状況観察）⇒家族に報告・相談

緊急性が高い 緊急性が低い

担当・関係者・各役員に報告

氏名（続柄）

住所

発　見

緊急性が高い 緊急性が低い



　通常の事業の実施地域は釧路市内（阿寒町・音別町は除く）とする。

合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法

1 　指定定期巡回随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際しては、随時訪問サー

ビス等の緊急時の対応に支障がないよう、利用者又はその家族からの希望により

利用者の居宅の合鍵を事業所で管理できるものとする。

2 　前項の規定により、合鍵を事業所が管理する場合は、利用者又はその家族に対

し事前に文章で説明した上で、その内容に同意する旨の文章に署名（記名押印）

を受けることとする。

3 　前各項の規定により、合鍵を事業所が管理する場合は、責任者を定めて保管し

管理簿を設けて記録する。

4 　事業所が合鍵を紛失した場合は、所管の警察署に届けるとともに事業所が利用

者の居宅の鍵を変更する費用を負担する。

その他の運営についての留意点

1 　事業所は、すべての訪問介護員等に対し、個別の訪問介護員等に係わる研修計

画を策定し、当該計画に従い研修（外部における研修を含む）を実施する。なお

研修計画は機会を次のとおり設けるものとし、また、業務体制を整備する。

① 　採用時研修　採用後3ヶ月以内

②　　継続研修　年1回　

2 　事業所は、すべての従業員に対し、健康診断等を定期的に実施する。

3 　訪問介護員等は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。

4 　訪問介護員等であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持

させるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を

従業者との雇用契約の内容に含むものとする。

5 　この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社カインドと事

業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。

虐待防止

1

① 虐待防止に関する担当者を選定しています。担当者　佐藤友香

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、
次に掲げると おり必要な措置を講じます。

第11条

第9条

第10条



②　

③ 虐待防止のための指針の整備をし定期的な研修を実施しています。

④

第12条 身体拘束

1

①

②　

③

第13条 非常災害対策

1

2

3 定期的に避難、救出その他必要な訓練を毎年２回行います。

第14条 衛生管理等

1 職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。

2 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。

3 事業所において感染症が発生、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じま

①

②　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。

③

第15条 業務継続計画の策定

虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果につい
て従業者に周知 徹底を図っています。

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害
等のおそれが ある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険
が及ぶことが考えられるとき は、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に
掲げることに留意して、必要最小限の範囲内 で行うことがあります。その場合
は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録 を行います。また
事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。

事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員
会をおおむ ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者
に周知徹底しています。

従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的
に実施します。

非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体
制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。

一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなく
なった場合 は、直ちに身体拘束を解きます。

サービス提供中に、虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速や
かにこれを市町村に通報します。

緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身
体に危険が 及ぶことが考えられる場合に限ります。

事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する
取り組みを 行います。

非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険
が及ぶこと を防止することができない場合に限ります。



1

2

3 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

第16条 地域との連携

1

2

3

苦情処理

1 　甲又は甲の家族は、提供された定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスに

苦情がある場合、いつでも別紙「重要事項説明書」記載のご利用者相談窓口に苦

情を申し立てることができます。

名称　　　定期巡回センターくしろ

電話番号　0154-31-0070

2 　甲は、介護保険法令に従い、市町村及び国民健康保険団体連合会等の苦情申立

機関に苦情を申し立てることができます。

3 　乙は、甲が1項又は2項の苦情申立を行った場合、これを理由として甲に対して

何らの差別待遇もいたしません。

4 　乙は、甲から提供した定期巡回随時対応型訪問介護看護サービスについて、甲

又は甲の家族からの苦情申し出があった場合は、迅速、適切に対処し、サービス

の向上、改善に努めます。

1 　 事業者概要

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する地域密着型通所介護の提供
を継続的に 実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための
計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じま
す。
従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を
定期的に実 施します。

運営推進会議に活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、
運営推進会 議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評
価・要望・助言等につい ての記録を作成し、公表します。

運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等
地域との交流に努めます。

サービス提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、 本事
業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、定期巡回随時対応型介護介
護について知見 を有する者等により構成される協議会（以下、この項において
「運営推進会議」と言います。） を設置し、おおむね６月に１回以上介護・医
療連携推進会議を開催します。

設　立 平成24年7月20日

第17条

会社の概要

社　名 株式会社　カインド

資本金 200万円

社員数



訪問看護、複合型サービス、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、訪問介護

居宅介護支援、通所介護、サービス付き高齢者向け住宅の運営、高齢者対応

住宅の運営

2 ご利用事業所

3 事業の目的と運営の方針

4 従業員の職種、員数及び勤務の体制

日中の勤務時間 8：00～18：00

夜間の勤務時間 18：00～8：00

5 サービス内容と利用料

事業の目的

　住み慣れた地域で生活するために、介護保険法令
に従い、ご利用者が自宅で可能な限り暮らし続けら
れるような生活の支援を目的として、訪問サービス
を提供します。
　ご利用者一人一人の人格を尊重し、住み慣れた地
域での生活を継続することが出来るよう、地域住民
との交流や地域活動への参加を図りつつ、ご契約者
の心身の状況、希望及びその置かれている環境をふ
まえて、地域での暮らしを支援します。

運営方針

従業者の職
種・員数

オペレーター 看護職員
うち計画作成責任

者

　責任者を定めて保管し、管理簿を設けて記録
します。事業所が合鍵を紛失した場合は、所管
の警察署に届けるとともに事業所が利用者の居
宅の鍵を変更する費用を負担いたします。

合鍵の管理方法及び紛失し
た場合の対処方法

非常勤
（人）

専従 兼務 専従 兼務

常勤（人） 10以上 12以上 10以上 2.5 1

訪問介護員等

定期巡回 随時対応

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

指定事業所番号 1094100327

所在地 釧路市駒場町3番24号

電話番号 0154-31-0070

営業日及び営業時間 年中無休　24時間

通常の事業の実施地域 釧路市（阿寒町、音別町除く）

所在地 釧路市豊川町10番2号

代表者 佐藤　安教

事業内容

事業所の名称 定期巡回センターくしろ



＊ 初期加算 事業所に登録した日から起算して30日以内の期間については

一日につき　30　単位　加算いたします。

＊ 介護職員処遇改善加算

＊ 同一敷地内に対する減算　　　1月につき600単位減算

＊ 1200単位

＊ サービス提供体制加算 1月につき750単位

通所介護等を利用した場合の減算

　上記単位より下記単位が減算されます

6 交通費実費

ただきます。

7 苦情申立て及び相談窓口

8 緊急時の対応方法

入院等で利用日数が1月の1/2（16日）
以上の場合、日割りでの利用料算出とな
ります。15日以内の場合は上記の利用料
となります。

　利用者の主治の医師又は事業者の協力医療機関への連絡を行い、医師の指
示に従います。緊急連絡先に連絡いたします。

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護費（Ⅱ）

基本内容

釧路市介護高齢課 平日　９：00～17：00 0154-31-4598

北海道国保連合会 平日　９：00～17：00 011-231-5175

医療機関の名称

主治医

要介護　3 184単位

要介護　4 233単位

要介護　5 281単位

　事業所の実施地域を超える地点から、片道1㎞ごとに50円い

苦情及び相談窓口 平日　９：00～18：00 0154-31-0070

要介護　5 24692単位 24692円

24.5%

総合マネジメント体制強化加算

要介護　1 62単位

要介護　2 111単位

要介護　2 9720単位 9720円

要介護　3 16140単位 16,140円

要介護　4 20417単位 20417円

サービスの種類 内容・標準的な手順 単位 利用料

要介護　1 5446単位 5446円



（乙）当事業者は、甲に対する定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの提供

開始に当たり、

　　　　□甲　に対して本書面に基づいて上記重要事項を説明しました。

（乙）定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス事業者

事務所所在地　　釧路市駒場町3番24号

定期巡回センターくしろ

印

＜個人情報保護の趣旨＞

当社が保有する利用者及びその家族に関する個人情報については、正当な理由なく

第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。

＜個人情報利用範囲＞

利用者及びその家族の個人情報利用については、解決すべき問題や課題など、情報

を共有する必要がある場合、及び以下の場合に用いらせていただきます。

・適切なサービスを円滑に行うために、連携が必要な場合の情報共有のため

・サービス提供に係る請求業務などの事務手続き

・サービス利用にかかわる管理運営のため

・緊急時の医師、関係機関への連絡の為

個人情報利用同意書

所在地

緊急連絡先
協力医療機関

名称　

説明者

氏名 政木　正代

電話番号

診療科

入院設備

救急指定の有無

契約の概要



・ご家族及び後見人様などへの報告の為

・当社サービスの維持、改善に係わる資料の為

・当社の職員研修などにおける資料の為

・法令上義務付けられている、公的機関からの依頼があった場合

・損害賠償責任などにかかる公的機関への情報提供が必要な場合

・特定の目的の為に同意を得たものについては、その利用目的の範囲内で利用する

＜肖像権について＞

当社の、社内研修・掲示物・広報誌などにおいて、ご利用者様の映像・写真を使用

させて頂きたい場合がございます。使用につきまして以下に〇をご記入下さい。

　私は、重要事項の説明及び、個人情報の使用内容に同意し、本契約書への記名、

捺印をもって本契約を締結致します。

令和 年 月

（甲）

印

印

氏名

ご家族 住所

氏名

電話番号

同 意 す る 同意しない

日

ご利用者 住所



虐待防止

1

① 虐待防止に関する担当者を選定しています。担当者　佐藤友香

②　

③ 虐待防止のための指針の整備をし定期的な研修を実施しています。

④

第12条 身体拘束

1

①

②　

③

第13条 非常災害対策

1

2

3 定期的に避難、救出その他必要な訓練を毎年２回行います。

第14条 衛生管理等

1 職員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。

2 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。

3 事業所において感染症が発生、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。

①

②　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。

③

第15条 業務継続計画の策定

事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員
会をおおむ ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者
に周知徹底しています。

従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的
に実施します。

緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身
体に危険が 及ぶことが考えられる場合に限ります。

非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険
が及ぶこと を防止することができない場合に限ります。

一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなく
なった場合 は、直ちに身体拘束を解きます。

事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する
取り組みを 行います。

非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体
制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。

第11条

虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果につい
て従業者に周知 徹底を図っています。

サービス提供中に、虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速や
かにこれを市町村に通報します。

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、
次に掲げると おり必要な措置を講じます。

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害
等のおそれが ある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険
が及ぶことが考えられるとき は、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に
掲げることに留意して、必要最小限の範囲内 で行うことがあります。その場合
は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録 を行います。また
事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。



1

2

3 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

第16条 地域との連携

1

2

3

サービス提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、 本事
業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、定期巡回随時対応型介護介
護について知見 を有する者等により構成される協議会（以下、この項において
「運営推進会議」と言います。） を設置し、おおむね６月に１回以上介護・医
療連携推進会議を開催します。

運営推進会議に活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、
運営推進会 議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評
価・要望・助言等につい ての記録を作成し、公表します。

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する地域密着型通所介護の提供
を継続的に 実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための
計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じま
す。
従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を
定期的に実 施します。

運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等
地域との交流に努めます。



秘密保持

1 利用者及びその家族に関する秘密 の保持について
１）事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人 情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた めのガイダンス」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。

２）事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」）は、サービス提供をする上で知り得た利用者又はその家族 の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。

３）秘密保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。

４）事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族 の秘密を保持させるため、従業者である期間及び従業者で なくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、 従業者との雇用契約の内容とします。

2 個人情報の保護について

１）事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サー ビス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書 で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で利用者の家 族の個人情報を用いません。

２） 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれ る記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）につ いては、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の 際にも第三者への漏洩を防止するものとします。

３） 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じて その内容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、 追加または削除を求められた場合は、遅滞なく調査を行 い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を行うものと します。(開示に際して複写料などが必要な場合は利用者 の負担となります。

1 　乙及び乙の従業員は、正当な理由がない限り、甲に対する定期巡回・随時対応 8 秘密の保持について

型訪問介護看護サービスの提供にあたって知り得た甲又は甲の家族の秘密をもら 　 ①利用者及びその家族に関する 秘密 の保持について

しません。 １ ） 事業者は、 利用者又はその家族の個人情報について「 個人 情報の保護に関する 法律」 及び厚生労働省が策定し た「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのた めのガイ ダン ス」 を 遵守し 、 適切な取り 扱いに努める も のと し ま す。

2 　乙は、乙の従業者が退職後、在職中知り得た甲又は甲の家族の秘密をもらすこ ２ ） 事業者及び事業者の使用する 者（ 以下「 従業者」 ） は、 サービ ス提供を する 上で知り 得た利用者又はその家族 の秘密を 正当な理由なく 、 第三者に漏ら し ま せん。

とがないよう必要な措置を講じます。 ３ ） 秘密保持する 義務は、 サービ ス提供契約が終了し た後においても 継続し ま す。

3 　乙は、甲の個人情報を用いる場合は甲の同意を、又甲の家族の個人情報を持ち ４ ） 事業者は、 従業者に、 業務上知り 得た利用者又はその家族 の秘密を 保持さ せる ため、 従業者である 期間及び従業者で なく なっ た後においても 、 その秘密を 保持する べき 旨を 、  従業者と の雇用契約の内容と し ま す。

いる場合は当該甲の家族から同意を、あらかじめ文章で得ない限り、サービス担  

当者会議において、甲又は甲の家族の個人情報を用いません。 ② 

4 　乙及び乙の従業員は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す １ ） 事業者は、 利用者から 予め文書で同意を 得ない限り 、 サー ビ ス担当者会議等において、 利用者の個人情報を 用いま せん。 ま た、 利用者の家族の個人情報についても 、 予め文書 で同意を 得ない限り 、 サービ ス担当者会議等で利用者の家 族の個人情報を 用いま せん。

る場内は、甲又は甲の家族の同意を得ることなく、甲又は甲の家族の個人情報を ２ ）  事業者は、 利用者及びその家族に関する 個人情報が含ま れ る 記録物（ 紙によ る も のの他、 電磁的記録を 含む。 ） につ いては、 善良な管理者の注意を も っ て管理し 、 ま た処分の 際にも 第三者への漏洩を 防止する も のと し ま す。

第三者に提供することがあります。 ３ ）  事業者が管理する 情報については、 利用者の求めに応じ て その内容を 開示する こ と と し 、 開示の結果、 情報の訂正、  追加ま たは削除を 求めら れた場合は、 遅滞なく 調査を 行 い、 利用目的の達成に必要な範囲内で訂正等を 行う も のと  し ま す。 ( 開示に際し て複写料など が必要な場合は利用者 の負担と なり ま す。

（1）甲について、高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する  

　　法律上の通報の必要が生じ、同法第7条、第21条1項ないし3項及び6項に 9 緊急時の対応方法

　　より守秘義務が免除されるとき。 サービ スの提供中に容態の変化等があっ た場合は、 事前の打ち 合わせによ り 、 主治医、 救急隊、 ご 家族、 介護支援専門員等へ連絡を いたし ま す。

（2）甲について生命、身体又は財産の保護のために個人情報の使用が必要とな  

　　り、かつ、甲の同意を得ることが困難であるとき。 10 事故発生時の対応方法について

（3）個人情報保護法第23条1項各号により、本人の同意なく個人情報を第三者 利用者に対する 指定地域密着型通所介護の提供によ り 事故が発生し た場合は、 市町村、 利用者の家族、 利用者に係る 居宅介護支援事業者等に連絡を 行う と と も に、 必要な措置を 講じ ま す。  ま た、 利用者に対する 指定地域密着型通所介護の提供又は送迎によ り 賠償すべき 事故が発生し た場合は、 損害賠償を 速やかに行いま す。

　　提供が許されるとき。  

11 心身の状況の把握

指定地域密着型通所介護の提供にあたっ ては、 居宅介護支援事業者が開催する サービ ス担当者 会議等を 通じ て、 利用者の心身の状況、 その置かれている 環境、 他の保健医療サービ ス又は福祉サービ スの利用状況等の把握に努める も のと し ま す。

 
12 居宅介護支援事業者等と の連携

①  指定地域密着型通所介護の提供にあたり 、 居宅介護支援事業者及び保健医療サービ スま たは福 祉サービ スの提供者と 密接な連携に努めま す。

②  サービ ス提供の開始に際し 、 こ の重要事項説明に基づき 作成する 「 通所介護計画」 の写し を 、  利用者の同意を 得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付し ま す。

③  サービ スの内容が変更さ れた場合ま たはサービ ス提供契約が終了し た場合は、 その内容を 記し  た書面ま たはその写し を 速やかに居宅介護支援事業者に送付し ま す。

 
13 サービ ス提供の記録

①  指定地域密着型通所介護の実施ご と に、 サービ ス提供の記録を 行う こ と と し 、 その記録はサー ビ スを 提供し た日から  5 年間保存し ま す。

②  利用者は、 事業者に対し て保存さ れる サービ ス提供記録の閲覧及び複写物の交付を 請求する  こ と ができ ま す。

 

14 非常災害対策

①  事業所に災害対策に関する 担当者（ 防火管理者） を 置き 、 非常災害対策に関する 取り 組みを  行いま す。

②  非常災害に関する 具体的計画を 立て、 非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を 整備し 、 それら を 定期的に従業員に周知し ま す。

③  定期的に避難、 救出その他必要な訓練を 毎年２ 回行いま す。

 

第21条
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